
様式１（主な取組）

【 098-866-2337 】担当部課 【連絡先】 商工労働部ものづくり振興課 関連URL ―

　県内企業を中心とした産学官連携等共同体によ
る、本県の地域資源等を活用した製品開発プロジェ
クトへの開発費の補助と、専門人材によるハンズオ
ン支援等。

県

異業種、産学官連携による製品開発、ハンズオン支援

支援件数（累計）

３件 ３件（６件） ３件（９件）

１　取組の概要（Plan）

主な取組（アクティビティ）
実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R4 R5 R6

主な取組 産学官連携によるものづくり産業の高度化促進 対応する成果指標 製造品出荷額

施策の方向
・ものづくり産業の高度化については、産学官共同研究の促進等により、製品開発力・技術力の強化を進め、加工・製造・メンテナンス等の県内
での調達率向上に取り組みます。

「主な取組」検証票

施策展開 3-(8)-ア 多様なものづくり産業の振興

施 策 ①域内自給率を高めるものづくり産業の高度化

施策の小項目名
○産学官共同研究の促進等によるものづくり産業の高度化、県
内での調達率向上



様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 （単位：千円）

活動概要

順調

R4年度 実績値(A) 目標値(B)
達成割合

A/B
　産学官連携による製品開発プロジェクト３件
（水ガラス、沖縄県産精製タマヌオイル、蚕を用
いた疾患関連タンパク質製品）を補助し、製造業
68者を対象とした製品開発講座を２回（10月、１
月）に実施した。

4件 3件 3件 ３件（６件） 100.0%

令和5年度活動内容 令和6年度活動計画

　産学官連携による製品開発プロジェクト３件へ、開発費補助
とハンズオン支援を実施した。製造業68者を対象とした製品開
発講座を実施した。

　産学官連携による製品開発プロジェクト３件へ、開発費補助
とハンズオン支援を実施予定。製造業30者を対象とした製品開
発講座を実施予定。

活動指標名 支援件数（累計） R5年度
進捗状況

実績値

R3年度

実施方法 当初予算額

一括交付金
（ソフト）

補助 46,517 47,666
一括交付金
（ソフト）

補助 40,865

主な財源 実施方法 R4年度 R5年度 R6年度

決算額 決算見込額 主な財源

２　取組の状況（Do）

予算事業名 産学官連携製品開発支援事業 予算事業名 産学官連携製品開発支援事業



様式１（主な取組）

 (２)これまでの改善案の反映状況

４　取組の改善案（Action）３　取組の検証（Check）

類型 内容 類型 内容

⑦ その他(改善余地
の検証等)

　「マーケットイン型」の提案が少なく、「プロダクトアウ
ト」の意識から脱却できるよう、さらに積極的に支援を推進
する必要がある。 ⑧ その他

　令和６年度で事業終了となることから、次年度事業におい
ては、これまで以上に「マーケットイン型」の製品開発を重
視した支援に取り組む。

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

　産学官連携による製品開発プロジェクト３件採択予定に対し、応募、審査を経て３件が採択され、目標値を達成した。うち２件（水ガラス、沖縄県産精製タマヌオイル）は審
査会で継続が認められ、R６年度も補助を行っている。また、令和５年度で開発が終了した１件（蚕を用いた疾患関連タンパク質製品）はR６年度に本格販売を実施する予定であ
る。

令和5年度の取組改善案 反映状況

　委託先による採択前の事前相談や、採択後のハンズオン支援の中で、より細かな確
認と支援を行い、必要に応じて計画の時点修正を行うなどの支援を行う。

　採択前の事前相談について、具体的な申請手続きの助言に取り組むなど、細かな確認と
支援を実施した。また、採択後のハンズオン支援について、経理書類作成の助言に取り組
むなど、細かな確認と支援を実施した。さらに、採択企業各社の計画はほぼ計画通りに達
成されたため、特に計画の時点修正を行うことはなかった。



様式１（主な取組）

【 098-866-2337 】担当部課 【連絡先】 商工労働部ものづくり振興課 関連URL ―

　先端研究テーマの創出促進のために必要な大学
や研究機関等からの先端研究シーズ、県内企業の
技術課題・ニーズ解決のために必要な先端技術の
導入を目的に、技術調査や関連機関との調整、研
究者招聘及び予備試験を実施する。

県

先端研究シーズ・技術の調査、研究者の招聘

先端研究シーズ・技術調査、研究者招聘回数（累計）

８回 ８回（16回） ８回（24回）

１　取組の概要（Plan）

主な取組（アクティビティ）
実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R4 R5 R6

主な取組 先端研究シーズ・技術の導入 対応する成果指標 製造品出荷額

施策の方向
・成長可能性の高いプロジェクトに対するハンズオン支援、沖縄県工業技術センターを活用した先端研究や先端技術導入の促進、県内製造業の高
度化と生産性向上に取り組むとともに、県工業技術センターや素形材産業振興施設での機器貸出や試作支援等による企業の初期投資や設備投資に
係る支援の充実、創・操業支援体制の強化等に取り組みます。

「主な取組」検証票

施策展開 3-(8)-ア 多様なものづくり産業の振興
施 策 ①域内自給率を高めるものづくり産業の高度化

施策の小項目名 ○先端研究や先端技術導入の促進



様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 （単位：千円）

活動概要

 (２)これまでの改善案の反映状況

順調

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

　「先端研究シーズ・技術調査、研究者招聘回数」の目標値「８回」に対し、実績値は「２１回」と目標を達成しており、「順調」と判定した。

令和5年度の取組改善案 反映状況

○　企業の技術ニーズに対して、大学や国研等の専門家の有する先端技術の情報提供
の機会が必要であり、技術の橋渡しを担う研究員のスキルアップ等のための技術調査
や、情報提供のための研究会を実施する。 
○　企業ニーズに対応した専門家招聘による技術セミナーを実施する。 
○　生産性向上のための企業へのIoT導入に係る研究会・講習会等を実施する。

○　食品の日持ち向上や食品開発、IT化、環境関連のメタン発酵などに関する先端技術調
査、HACCP義務化に対応した豆腐よう製造法研究会を実施した。 
○　２つの地域技術研究会活動において、専門家招聘による技術セミナーを計４回実施し
た。 
○　製造現場におけるIoT活用研究会を３回実施した。

R4年度 実績値(A) 目標値(B)
達成割合

A/B 　食品の日持ち向上や食品開発、IT化、環境関連
のメタン発酵などに関する先端技術調査１７件を
実施した。２つの地域技術研究会活動を実施し、
４回の研究者招聘を行った。

4回 12回 21回 ８回（16回） 100.0%

令和5年度活動内容 令和6年度活動計画

　研究機関における先端研究・先端技術の調査（17回）、講師
招聘（4回）を実施した。

　大学や研究機関における先端研究・先端技術の調査、研究者
招聘及び予備試験を実施するとともに、技術導入に向けたプロ
ジェクト立案等を検討する。

活動指標名
先端研究シーズ・技術調査、研究
者招聘回数（累計）

R5年度
進捗状況

実績値

R3年度

実施方法 当初予算額

県単等 直接実施 1,107 2,318 県単等 直接実施 5,649

主な財源 実施方法 R4年度 R5年度 R6年度

決算額 決算見込額 主な財源

２　取組の状況（Do）

予算事業名 先端研究創出・先端技術導入促進事業 予算事業名 先端研究創出・先端技術導入促進事業



様式１（主な取組）

４　取組の改善案（Action）

④ 社会・経済情勢の
変化(外部環境の変
化)

　・大学や国研等の専門家の有する先端技術の情報提供を受
けるには、企業の人材もスキルアップすることが重要であ
る。

⑥ 変化に対応した取
組の改善

　・企業ニーズに応じた専門家を招聘し技術セミナーを実施
することで企業人材のスキルアップを図る。

④ 社会・経済情勢の
変化(外部環境の変
化)

　・人材不足が課題のひとつであることから、効率化や自動
化技術の導入についても並行して進めることが重要である。 ⑥ 変化に対応した取

組の改善

　・生産性向上のための企業へのIoT導入に係る研究会・講習
会等を引き続き実施する。

３　取組の検証（Check）

類型 内容 類型 内容

① 県の制度、執行体
制(内部要因)

　・大学や国研等が保有する技術の導入にあたり、橋渡しを
担う研究員の確保、さらなるスキルアップが引き続き重要。

① 執行体制の改善

　・企業の技術ニーズに応じた大学や国研等が有する先端技
術の情報提供を行うにあたり、研究員がそれらに対応できる
スキルを身に着けるために技術調査を実施し、情報提供の機
会として研究会を実施する。



様式１（主な取組）

【 098-866-2337 】担当部課 【連絡先】 商工労働部ものづくり振興課 関連URL ―

　競争力の高いものづくり産業の創出を目的に、県
内企業を中心とした産学官連携等共同体による本
県の地域資源等を活用した製品開発プロジェクトに
対し開発費の補助を行うとともに、専門人材による
ハンズオン支援や製品開発に向けて必要な講座を
実施する。

県

産学官連携による競争力のある製品開発・事業化支援（食品製造業）

食品製造業者への支援件数（累計）

１件 １件（２件） １件（３件）

１　取組の概要（Plan）

主な取組（アクティビティ）
実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R4 R5 R6

主な取組
産学官連携によるものづくり産業の高度化促進（食品
製造業）

対応する成果指標 製造品出荷額

施策の方向
・アジア展開や外国人観光客の増加等を見据え、多様な食嗜好や日持ち向上など新たなニーズに対応する食品開発の支援、産学官・企業間・異業
種間の連携、人材育成等を推進するコーディネート機能を強化するための体制構築等に取り組みます。

「主な取組」検証票

施策展開 3-(8)-ア 多様なものづくり産業の振興
施 策 ①域内自給率を高めるものづくり産業の高度化

施策の小項目名 ○新たなニーズに対応する食品開発支援



様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 （単位：千円）

活動概要

未着手

R4年度 実績値(A) 目標値(B)
達成割合

A/B 　食品製造業を含む68者を対象とした製品開発講
座２回（10月、１月）の実施及び食品製造業を含
む９者を対象としたフォローアップの実施。3件 2件 0件 １件（２件） 0.0%

令和5年度活動内容 令和6年度活動計画

　食品製造業を含む68者を対象とした製品開発講座の実施及び
食品製造業を含む９者を対象としたフォローアップを実施。

　  食品関連製品の開発プロジェクト１件へ開発費補助とハン
ズオン支援を実施するとともに、食品製造業を含む30者を対象
とした製品開発講座を実施。

活動指標名
食品製造業者への支援件数（累
計）

R5年度
進捗状況

実績値

R3年度

実施方法 当初予算額

一括交付金
（ソフト）

補助 46,517 47,666
一括交付金
（ソフト）

補助 40,865

主な財源 実施方法 R4年度 R5年度 R6年度

決算額 決算見込額 主な財源

２　取組の状況（Do）

予算事業名 産学官連携製品開発支援事業 予算事業名 産学官連携製品開発支援事業



様式１（主な取組）

 (２)これまでの改善案の反映状況

４　取組の改善案（Action）

⑦ その他(改善余地
の検証等)

　審査委員会（最終審査）における審査の結果、食品関連製
品は順位付けにより採択までには至らなかった。

⑧ その他

　採択前の事前相談により、応募申請企業のプレゼンテー
ション等の精度が高められるよう支援する。

３　取組の検証（Check）

類型 内容 類型 内容

⑦ その他(改善余地
の検証等)

　「マーケットイン型」の提案が少なく、「プロダクトアウ
ト」の意識から脱却できるよう、さらに積極的に支援を推進
する必要がある。 ⑧ その他

　令和６年度で事業終了となることから、次年度事業におい
ては、これまで以上に「マーケットイン型」の製品開発を重
視した支援に取り組む。

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

　   開発費補助新規２件の採択予定に対し、食品関連製品の４者を含む８者の応募があったが、資格審査や採択審査を実施した結果、食品関連製品は採択までには至らず、目
標値を達成することができなかった。 

令和5年度の取組改善案 反映状況

　委託先による採択前の事前相談や、採択後のハンズオン支援の中で、より細かな確
認と支援を行い、必要に応じて計画の時点修正を行うなどの支援を行う。

　採択前の事前相談について、具体的な申請手続きの助言に取り組むなど、細かな確認と
支援を実施した。また、採択後のハンズオン支援について、経理書類作成の助言に取り組
むなど、細かな確認と支援を実施した。さらに、採択企業各社の計画はほぼ計画通りに達
成されたため、特に計画の時点修正を行うことはなかった。



様式１（主な取組）

【 098-866-2337 】担当部課 【連絡先】 商工労働部ものづくり振興課 関連URL -

　県内ものづくりの生産性向上を図るため、県内企
業の生産技術開発等を支援するとともに、県内製造
業へ生産技術等の普及を実施した。

県

生産技術開発への補助及びハンズオン支援

生産技術開発支援件数（累計）

４件 ４件（８件） ４件（12件）

１　取組の概要（Plan）

主な取組（アクティビティ）
実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R4 R5 R6

主な取組 ものづくりの生産性向上 対応する成果指標 製造業における付加価値額

施策の方向
・県内製造業の高度化、生産性向上を図るため、沖縄県工業技術センターにおいて、IoT、AIの活用など、多様化及び高度化する製造業の技術ニー
ズに対応できる体制づくりに取り組みます。

「主な取組」検証票

施策展開 3-(8)-ア 多様なものづくり産業の振興
施 策

②ものづくりを支える基盤・技術の高度化とサポーティング産
業の振興

施策の小項目名 ○高度化、生産性向上を図るための体制づくり



様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 （単位：千円）

活動概要

 (２)これまでの改善案の反映状況

順調

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

　企業による生産技術開発の目標値「4件」に対し、実績値「5件」であることから、順調と判断した。　 
　不良率の改善や、製造コストの削減、製造条件の最適化などへの支援を実施し、県内企業の生産性向上が図られた。

令和5年度の取組改善案 反映状況

○　引き続き工業技術センターにおいてフォローアップ支援し、技術の定着や普及可
能な技術のブラッシュアップを図る。

・生産技術開発プロジェクトについては、工業技術センターとの共同研究を要件とし、生
産性向上に関して普及可能な技術を蓄積した。 
・過年度に支援を行った企業に対して、工業技術センターでフォローアップを行い、一部
の事業者では成果の定着が進んでいる。 
・普及可能技術については、刊行物への事例掲載や技術支援業務で活用を行った。

R4年度 実績値(A) 目標値(B)
達成割合

A/B 　生産性向上に係る生産技術開発プロジェクトに
ついて、新規の事業を５件採択し、補助とハンズ
オン支援、工業技術センターによる共同開発を実
施した。

4件 5件 5件 ４件（８件） 100.0%

令和5年度活動内容 令和6年度活動計画

　企業による生産技術開発に対し、補助とハンズオン支援、工
業技術センターによる共同研究を４件程度実施予定である。

　企業による生産技術開発に対し、補助とハンズオン支援、工
業技術センターによる共同研究を４件程度実施予定である。

活動指標名 生産技術開発支援件数（累計） R5年度
進捗状況

実績値

R3年度

実施方法 当初予算額

一括交付金
（ソフト）

補助 35,502 37,911
一括交付金
（ソフト）

補助 66,367

主な財源 実施方法 R4年度 R5年度 R6年度

決算額 決算見込額 主な財源

２　取組の状況（Do）

予算事業名 ものづくり生産性向上支援事業 予算事業名 ものづくり県内受注・生産性向上支援事業



様式１（主な取組）

４　取組の改善案（Action）３　取組の検証（Check）

類型 内容 類型 内容

③ 他地域等との比較
(内部要因)

　県内ものづくり企業においては、全国と比較して小規模の
事業者が多く、少量生産が多いため、生産性が低い傾向にあ
る。また、コロナ禍の影響で付加価値額は伸び悩んでいる。 ② 連携の強化・改善

　引き続き工業技術センターにおいて、小規模事業者等に対
して、技術相談などでフォローアップ支援を実施し、技術の
定着や普及可能な技術のブラッシュアップを図る。



様式１（主な取組）

【 098-866-2770 】担当部課 【連絡先】 商工労働部企業立地推進課 関連URL ―

　指定区域の区域内（県内全域）の企業が、その産
業高度化・事業革新措置の実施に関する計画につ
いて、事前に沖縄県知事から当該計画が適当であ
る旨の認定及び主務大臣による確認を受けた上
で、投資税額控除等の税制上の特例措置を受ける
ことができる。

県

産業イノベーション促進地域制度の周知広報及び事業計画の認定

産業イノベーション措置実施計画認定件数（累計）

50件 50件（100件） 50件（150件）

１　取組の概要（Plan）

主な取組（アクティビティ）
実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R4 R5 R6

主な取組 産業イノベーション促進地域制度の活用促進 対応する成果指標 製造業における付加価値額

施策の方向

・産業イノベーション促進地域制度を活用し、製品の開発力や技術の向上及び地域資源の活用による新事業の創出等を図る企業を支援するととも
に、産業高度化及び事業革新に取り組む企業の立地を促進します。さらに、県内産業の更なる振興を図るため、県内製造業等の規模拡大・高度化
に必要な産業用地を市町村と連携し確保するほか、国際物流拠点産業集積地域の「素形材産業振興施設」を主要エリアとする「ものづくり拠点」
として業界連携による事業の実施や産学官連携による支援体制の構築に取り組みます。

「主な取組」検証票

施策展開 3-(8)-ア 多様なものづくり産業の振興
施 策

②ものづくりを支える基盤・技術の高度化とサポーティング産
業の振興

施策の小項目名 ○新事業の創出等を図るための支援と支援体制の構築



様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 （単位：千円）

活動概要

 (２)これまでの改善案の反映状況

順調

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

　令和５年度は50件の認定目標に対し68件の実績となり、進捗状況は順調である。

令和5年度の取組改善案 反映状況

事業年度終了後１月以内に決算書を添付できる企業はなくまた非常に困難であると思
われることから、期間の延長等内閣府と調整していきたい。

実施状況報告書の提出は主務省令により定められている事項であることから、期間の延長
等について内閣府と引き続き調整していきたい。

R4年度 実績値(A) 目標値(B)
達成割合

A/B 　沖縄県産業振興公社を窓口として県内企業に対
し制度の普及啓発を行うとともに、企業が作成す
る産業高度化・事業革新措置実施計画を認定す
る。

63件 39件 68件 50件（100件） 100.0%

令和5年度活動内容 令和6年度活動計画

　沖縄県産業振興公社を窓口として普及啓発を行い、産業高度
化・事業革新措置実施計画を68件認定した。

　引き続き沖縄県産業振興公社を窓口として普及啓発を行い、
産業高度化・事業革新措置実施計画を50件以上認定する。

活動指標名
産業イノベーション措置実施計画
認定件数（累計）

R5年度
進捗状況

実績値

R3年度

実施方法 当初予算額

県単等 その他 0 0 県単等 その他 0

主な財源 実施方法 R4年度 R5年度 R6年度

決算額 決算見込額 主な財源

２　取組の状況（Do）

予算事業名 － 予算事業名 ―



様式１（主な取組）

４　取組の改善案（Action）

④ 社会・経済情勢の
変化(外部環境の変
化)

　Ｒ７年度の税制改正に向け、産業イノベーション地域の措
置内容について、県、市町村、関係団体や企業の意見を集約
し国へ要望する。 ② 連携の強化・改善

　関係団体、企業等への個別ヒアリングを行うとともに、市
町村や沖縄総合事務局等の関係機関を含む連絡調整会議を開
催し、意見調整を図る。

３　取組の検証（Check）

類型 内容 類型 内容

④ 社会・経済情勢の
変化(外部環境の変
化)

　制度実績の増に向け、企業、市町村、関係団体などへの活
用促進に取り組む必要がある。 ⑤ 情報発信等の強

化・改善

　企業や税理士会、市町村等に向けたセミナーを実施する。



様式１（主な取組）

【 098-866-2770 】担当部課 【連絡先】 商工労働部企業立地推進課 関連URL －

　各整備用地の特性を整理し、早期供用に繋げる
手法等を検討する。

県

各整備用地の特性の整理、早期供用に繋げる手法等の検討

協議自治体数

７自治体 ７自治体 ７自治体

１　取組の概要（Plan）

主な取組（アクティビティ）
実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R4 R5 R6

主な取組 産業集積地の形成促進 対応する成果指標 製造業における付加価値額

施策の方向

・産業イノベーション促進地域制度を活用し、製品の開発力や技術の向上及び地域資源の活用による新事業の創出等を図る企業を支援するととも
に、産業高度化及び事業革新に取り組む企業の立地を促進します。さらに、県内産業の更なる振興を図るため、県内製造業等の規模拡大・高度化
に必要な産業用地を市町村と連携し確保するほか、国際物流拠点産業集積地域の「素形材産業振興施設」を主要エリアとする「ものづくり拠点」
として業界連携による事業の実施や産学官連携による支援体制の構築に取り組みます。

「主な取組」検証票

施策展開 3-(8)-ア 多様なものづくり産業の振興
施 策

②ものづくりを支える基盤・技術の高度化とサポーティング産
業の振興

施策の小項目名 ○新事業の創出等を図るための支援と支援体制の構築



様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 （単位：千円）

活動概要

 (２)これまでの改善案の反映状況

順調

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

　17市町村に対して引き続き、産業用地整備に関する調査を実施し、そのうち３市と産業用地の誘致コンセプトの意見交換を行った中で、今後、産業用地として新規に共用可能
な面積が約24haと判明したことから、目標を達成できた。

令和5年度の取組改善案 反映状況

○特区制度や企業誘致の必要性を市町村に対して個別に周知する。 
○都市計画、農地転用等の関係部局と横断的な連携を検討する必要がある。

○３市との意見交換において、特区制度や企業誘致の必要性を説明するとともに、市町村
を対象とした事例報告会において、企業誘致に関する気運醸成を行った。 
○都市計画等の関係部局と横断的な連携を検討するため、庁内関係部署へのヒアリングを
行った。

R4年度 実績値(A) 目標値(B)
達成割合

A/B 　17市町村に対して産業用地整備に関する調査を
実施し、３市と産業用地の誘致コンセプトに関す
る意見交換を行うことができた。- 17自治体 17自治体 ７自治体 100.0%

令和5年度活動内容 令和6年度活動計画

　市町村等による産業用地整備を促進するため、用地整備に係
る啓発や、用地特性に応じた企業誘致、早期供用開始に繋がる
取組を行う。

　市町村等による産業用地整備を促進するため、用地整備に係
る啓発や、用地特性に応じた企業誘致、早期供用開始に繋がる
取組を行う。

活動指標名 協議自治体数 R5年度
進捗状況

実績値

R3年度

実施方法 当初予算額

一括交付金
（ソフト）

委託 7,235 7,540
一括交付金
（ソフト）

委託 10,942

主な財源 実施方法 R4年度 R5年度 R6年度

決算額 決算見込額 主な財源

２　取組の状況（Do）

予算事業名 産業集積地形成促進事業 予算事業名 産業集積地形成促進事業



様式１（主な取組）

４　取組の改善案（Action）

① 県の制度、執行体
制(内部要因)

　都市計画の見直しや農地転用等の手続きに時間を要すると
いう課題があるため、市町村による新たな産業用地の確保に
苦慮している。 ② 連携の強化・改善

　都市計画、農地転用等の関係部局と横断的に連携できるよ
う効果的な手法について、関係部局と意見交換を行う。

３　取組の検証（Check）

類型 内容 類型 内容

② 他の実施主体の状
況(内部要因)

　産業用地の確保、産業誘致の取組について、市町村毎に違
いがあるため、産業用地整備計画の無い市町村等に対しての
気運醸成が必要である。

③ 他地域等事例を参
考とした改善

　特区制度や企業誘致の必要性を市町村に対して個別に周知
するとともに、事例報告会や先進事例視察を通して啓発す
る。



様式１（主な取組）

【 098-866-2337 】担当部課 【連絡先】 商工労働部ものづくり振興課 関連URL ー

　ものづくりを支える基盤・技術の高度化とサポー
ティング産業の振興を図るため、企業が抱える技術
的な課題や製品開発に向けた技術相談及び保有
機器の提供を行う等の企業支援を行う。

県

素形材産業振興施設、工業技術センター等による企業支援

支援企業数（累計）

200社 200社（400社） 200社（600社）

１　取組の概要（Plan）

主な取組（アクティビティ）
実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R4 R5 R6

主な取組 ものづくりの支援拠点による企業支援 対応する成果指標 製造業における付加価値額

施策の方向

・産業イノベーション促進地域制度を活用し、製品の開発力や技術の向上及び地域資源の活用による新事業の創出等を図る企業を支援するととも
に、産業高度化及び事業革新に取り組む企業の立地を促進します。さらに、県内産業の更なる振興を図るため、県内製造業等の規模拡大・高度化
に必要な産業用地を市町村と連携し確保するほか、国際物流拠点産業集積地域の「素形材産業振興施設」を主要エリアとする「ものづくり拠点」
として業界連携による事業の実施や産学官連携による支援体制の構築に取り組みます。

「主な取組」検証票

施策展開 3-(8)-ア 多様なものづくり産業の振興
施 策

②ものづくりを支える基盤・技術の高度化とサポーティング産
業の振興

施策の小項目名 ○新事業の創出等を図るための支援と支援体制の構築



様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 （単位：千円）

活動概要

順調

R4年度 実績値(A) 目標値(B)
達成割合

A/B 　企業が抱える技術的な課題や製品開発に向けた
技術相談及び保有機器の提供を行う等の企業支援
を行った。344社 271社 259社 200社（400社） 100.0%

令和5年度活動内容 令和6年度活動計画

　企業が抱える技術的な課題や製品開発に向けた技術相談及び
保有機器の提供を行う等の企業支援を行った。

　企業が抱える技術的な課題や製品開発に向けた技術相談及び
保有機器の提供を行う等の企業支援を行う。

活動指標名 支援企業数（累計） R5年度
進捗状況

実績値

R3年度

実施方法 当初予算額

県単等 直接実施 53,689 55,670 県単等 直接実施 74,919

主な財源 実施方法 R4年度 R5年度 R6年度

決算額 決算見込額 主な財源

２　取組の状況（Do）

予算事業名 素形材産業振興事業 予算事業名 素形材産業振興事業



様式１（主な取組）

 (２)これまでの改善案の反映状況

４　取組の改善案（Action）３　取組の検証（Check）

類型 内容 類型 内容

③ 他地域等との比較
(内部要因)

　県内製造業は、ものづくりを支えるサポーティング産業の
集積が少なく、外注加工等を県外に発注せざるを得ない状況
にある。サポーティング産業振興のため、保有機器の整備
（更新）が求められている。

② 連携の強化・改善

　引き続き企業が抱える技術的課題や製品開発に向けた技術
相談及び保有機器の提供等の企業支援を強化していく。

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

　「ものづくりの支援拠点による企業支援件数」の目標値「200件」に対し、実績値「259件（①素形材産業振興施設における機器の提供：27件、②工業技術センターにおける企
業相談件数：232件）」であることから、順調と判断した。素形材産業振興施設内の機器の提供及び工業技術センターを窓口とする技術相談により、金型技術等の技術向上を図
るとともに県内ものづくり産業の振興につながった。

令和5年度の取組改善案 反映状況

○引き続き企業が抱える技術的課題や製品開発に向けた技術相談及び保有機器の提供
等の企業支援を強化していく。

　素形材産業振興施設内の金型技術研究センターに設置したサポーティング産業関連の機
器の提供及び工業技術センターにおける技術相談を行った。



様式１（主な取組）

【 098-866-2337 】担当部課 【連絡先】 商工労働部ものづくり振興課 関連URL -

　ものづくりを支える基盤・技術の高度化とサポー
ティング産業の振興を図るため、沖縄県工業技術セ
ンターなど試験研究機関等に研究設備・体制を整
備する。

県

事業者支援のための設備機器の整備

整備件数（累計）

３件 ３件（６件） ３件（９件）

１　取組の概要（Plan）

主な取組（アクティビティ）
実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R4 R5 R6

主な取組 県内製造業振興のための機器整備 対応する成果指標 製造業における付加価値額

施策の方向
・ものづくりを支えるサポーティング産業の振興については、市場やものづくり産業の技術支援のニーズを捉え、サポーティング産業の集積や沖
縄県工業技術センターなど試験研究機関等に研究設備・体制を整備し、製品や技術の開発に取り組みます。

「主な取組」検証票

施策展開 3-(8)-ア 多様なものづくり産業の振興
施 策

②ものづくりを支える基盤・技術の高度化とサポーティング産
業の振興

施策の小項目名 ○ものづくりを支えるサポーティング産業の振興



様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 （単位：千円）

活動概要

 (２)これまでの改善案の反映状況

概ね順調

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

　「県内製造業振興のための機器整備件数」の目標値「３件」に対し、実績値「２件」であることから、概ね順調と判断した。機器の整備により県内製造業の技術支援につな
がった。なお、高額機器の整備により件数は2件にとどまっている。

令和5年度の取組改善案 反映状況

　サポーティング産業の集積とともに沖縄県工業技術センターなど試験研究機関等に
機器を整備する。

　沖縄県工業技術センターへ２機器（ＣＡＥシステム、デザインシステム）を整備した。
機器の整備により県内ものづくり企業の技術向上につなげた。

R4年度 実績値(A) 目標値(B)
達成割合

A/B
　沖縄県工業技術センターへ２機器（ＣＡＥシス
テム、デザインシステム）を整備した。

3件 3件 2件 ３件（６件） 66.7%

令和5年度活動内容 令和6年度活動計画

　沖縄県工業技術センターなど試験研究機関等に機器を整備す
る。

　沖縄県工業技術センターなど試験研究機関等に機器を整備す
る。

活動指標名 整備件数（累計） R5年度
進捗状況

実績値

R3年度

実施方法 当初予算額

県単等 補助 26,213 31,409 県単等 補助 33,000

主な財源 実施方法 R4年度 R5年度 R6年度

決算額 決算見込額 主な財源

２　取組の状況（Do）

予算事業名 公設工業試験研究所における機械設備拡充補助事業 予算事業名 公設工業試験研究所における機械設備拡充補助事業



様式１（主な取組）

４　取組の改善案（Action）３　取組の検証（Check）

類型 内容 類型 内容

③ 他地域等との比較
(内部要因)

　本県製造業は、ものづくりを支えるサポーティング産業の
集積が少ないことから、付加価値の高い製品開発が進まな
い。 ② 連携の強化・改善

　既存施設の工業技術センターや素形材産業振興施設を中心
に企業が抱える技術的課題や製品開発に向けた技術相談及び
保有機器の提供を強化していく。



様式１（主な取組）

【 098-866-2330 】担当部課 【連絡先】 商工労働部産業政策課 関連URL ―

　電気の安定的かつ適正な供給の確保のため、電
気事業者や国等と協議等を行う。

事業者,国,県

電気の安定的かつ適正な供給の確保の推進

事業者や国等との協議（累計）

１回 １回（２回） １回（３回）

１　取組の概要（Plan）

主な取組（アクティビティ）
実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R4 R5 R6

主な取組 電気の安定的かつ適正な供給の確保 対応する成果指標 製造業における付加価値額

施策の方向
・ものづくりを支える基盤の整備については、県内産業の振興及び持続的発展を図るため、老朽化した工業用水道施設の計画的な更新・長寿命化
及び耐震化に取り組みます。また、クリーンなエネルギーの導入拡大を進めつつ、電気料金の上昇抑制も含めた電気の安定的かつ適正な供給の確
保を図ります。

「主な取組」検証票

施策展開 3-(8)-ア 多様なものづくり産業の振興
施 策

②ものづくりを支える基盤・技術の高度化とサポーティング産
業の振興

施策の小項目名 ○ものづくりを支える基盤の整備



様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 （単位：千円）

活動概要

 (２)これまでの改善案の反映状況

順調

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

　電気の安定的かつ適正な供給の確保のため、電気事業者と予定通り協議したため、順調とした。

令和5年度の取組改善案 反映状況

　今後も電気の安定的かつ適正な供給を続けていくために、化石燃料への依存を低減
し再生可能エネルギーを導入拡大することについても、電気事業者と協議する必要が
ある。

　今後も電気の安定的かつ適正な供給を続けていくため、化石燃料への依存を低減し再生
可能エネルギーを導入拡大することについても、電気事業者と協議した。

R4年度 実績値(A) 目標値(B)
達成割合

A/B
　電気の安定的かつ適正な供給の確保のため、電
気事業者と協議した。

- 1回 1回 １回（２回） 100.0%

令和5年度活動内容 令和6年度活動計画

　電気の安定的かつ適正な供給の確保のため、電気事業者と協
議した。

　電気の安定的かつ適正な供給の確保のため、電気事業者と協
議する。

活動指標名 事業者や国等との協議（累計） R5年度
進捗状況

実績値

R3年度

実施方法 当初予算額

― ― ― ―

主な財源 実施方法 R4年度 R5年度 R6年度

決算額 決算見込額 主な財源

２　取組の状況（Do）

予算事業名 ー 予算事業名 ―



様式１（主な取組）

４　取組の改善案（Action）３　取組の検証（Check）

類型 内容 類型 内容

⑦ その他(改善余地
の検証等)

　電気の安定的かつ適正な供給の確保を図りつつ、再生可能
エネルギーを導入することについて、引き続き電気事業者と
協議を続ける必要がある。 ⑧ その他

　電気の安定的かつ適正な供給の確保を図りつつ、再生可能
エネルギーを導入することについて、引き続き電気事業者と
協議を続ける。


